
現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

13,130 13,130

第11次交通安全
計画年間目標
交通事故発生件
数（高速含）
105件以下
交通事故死者数
（高速含）0件
交通事故傷者数
（高速含）116
件以下

令和4年実績
交通事故発生件
数（高速含）
109件
交通事故死者数
（高速含）0件
交通事故傷者数
（高速含）130
件

担
当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　令和4年度は第11次北広島市交通安全計画の目標値を上回る交通事故が発生しており、引き続き、市民や関係機関・団体、企業等、市全体が一体と
なって交通安全運動に取り組み、交通事故の減少を目指すため、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

交通安全推進事業

交通安全推進員や交通安全学童指導員等
の配置、道路危険箇所への注意標識等の
設置及び公安委員会に対して規制要望を
行い、交通安全意識の定着と事故の抑止
を図る。
また、各交通安全関係団体、地域住民及
び民間企業等で構成される北広島市交通
安全運動推進委員会が実施する、広報・
啓発活動、交通安全指導、交通安全教室
の実施及び交通安全関係団体の育成に対
し交付金を交付し、市全体が一体となっ
た交通安全運動を展開する。

交通安全推進員2名、交通安全学
童指導員6名
交通規制要望 182件
交通安全教室、講習会　98回
7,236人参加
交通安全啓発物品の購入
北広島市交通安全運動推進委員
会へ交付金（2,801,313円）を交
付

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-3 交通安全・防犯対策・消費者保護の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 3-3-1 交通安全の推進



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

1,922 1,922

第11次交通安全
計画年間目標
交通事故発生件
数（高速含）
105件以下
交通事故死者数
（高速含）0件
交通事故傷者数
（高速含）116
件以下

令和4年実績
交通事故発生件
数（高速含）
109件
交通事故死者数
（高速含）0件
交通事故傷者数
（高速含）130
件

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　令和4年度は第11次北広島市交通安全計画の目標値を上回る交通事故が発生しており、引き続き事故の発生状況や危険箇所の把握、交通環境の変化等
への対応に努め、交通事故防止を目指す必要があるため、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

交通安全施設整備事
業

安全、円滑な道路交通の確保や交通事故
の防止により、だれもが安全に安心して
通行できるよう、交通安全施設等交通環
境の整備を促進する。

カーブミラーの設置　2基
路面標示の設置　34箇所
（とまれマーク等）
区画線の標示　9路線
（破線、実線、ドット線等
6,110m）

現状継続 現状継続

施策 3-3-1 交通安全の推進
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-3 交通安全・防犯対策・消費者保護の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

754 754

計画の数値目標
犯罪発生認知件
数
210件
重点犯罪認知件
数
100件
不審者発生件数
0件

令和4年発生件
数
犯罪発生認知件
数
146件
重点犯罪認知件
数
6件
不審者発生件数
19件

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　犯罪発生認知件数及び重点犯罪認知件数は目標を達成しているものの、不審者発生件数は目標を上回る結果となっており、依然として身近なところで
特殊詐欺や空き巣、子どもや女性を対象とした犯罪などが発生しており、引き続き警察等関係機関や各地区防犯協会等と連携して防犯活動を展開してい
くため、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

犯罪のない安全で安
心なまちづくり推進
事業

市民等が安全で安心して生活することが
できる地域社会の実現を図るため、「北
広島市犯罪のない安全で安心なまちづく
り推進計画」に基づき、犯罪の未然防止
に向けた取組を推進する。
また、犯罪のない社会を理想として、市
民の防犯思想の高揚に努めるとともに、
単位（地区）防犯協会の円滑な発展を促
すことを目的とした北広島市防犯協会連
合会に交付金を交付して市全体が一体と
なった防犯活動を展開する。

犯罪のない安全で安心なまちづ
くり推進会議の開催
犯罪のない安全で安心なまちづ
くり市民大会の開催
公用車による青色回転灯パト
ロールの実施（2台）
普及啓発活動の実施
自主防犯活動団体への資材支援
北広島市防犯協会連合会へ交付
金（525,945円）を交付

現状継続 現状継続

施策 3-3-2 防犯対策の推進
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-3 交通安全・防犯対策・消費者保護の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

17,690 17,690

成果指標
犯罪発生認知件
数
210件
重点犯罪認知件
数
100件
不審者発生件数
0件
LED化率
93％
令和4年度実績
犯罪発生認知件
数
146件
重点犯罪認知件
数
6件
不審者発生件数
19件
LED化率
94％

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　街路灯の設置は、歩行者の不安感が薄れるだけでなく、不審者の発見やドライバーの視認性向上など、夜間における歩行者の安全確保及び犯罪防止に
つながるものであり、「安全・安全なまちづくり」に欠かせない取組である。また、自治会・町内会等の団体の主体的な設置・維持管理等の取組に支援
するスキームやLEDへの切換え促進の考え方を含め、目的及び事業手法ともに適正であり、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

街路灯整備支援事業

夜間における犯罪の防止及び交通の安全
確保を図るため、街路灯の設置や維持を
行う自治会等の団体に対して補助金を交
付する。
また、環境負荷に優しく節電効果の高い
LED街路灯への切り替えを促進するため、
LED街路灯設置に係る補助金（補助基本額
の3分の2を補助）を交付する。

設置費助成 20団体
（133灯・補助金4,686千円）
維持費（電気料金）助成 125団
体
（5,908灯・補助金13,002千円）
修繕費助成 1団体
（1灯・補助金4千円）

現状継続 現状継続

施策 3-3-2 防犯対策の推進
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-3 交通安全・防犯対策・消費者保護の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

130 130

活動指標
きたヒロシマ平
和展開催日数
パネル貸出事業
平和の灯記念事
業参加者数
被爆体験伝承者
講話開催数

令和4年度実績
きたヒロシマ平
和展開催日数
4日
パネル貸出事業
2件
平和の灯記念事
業参加者数　84
人
被爆体験伝承者
講話開催数　2

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　平和都市宣言のまちとして、恒久平和に対する市民意識の高揚・醸成を図るとともに、戦時体験を風化させることなく次世代に引き継ぐことは重要な
ことであり、今後も引き続き普及・啓発事業など実施するため現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

平和推進事業
市民一人一人が平和の尊さや大切さを認
識し、恒久平和の実現を祈念することを
目的として普及・啓発事業を実施する。

「平和の灯」種火の保守管理
きたヒロシマ平和展(8/6～8/9エ
ルフィンパーク)
被爆体験伝承者講話（7/15西部
小・7/16緑陽中）
平和パネル・ビデオの貸出
平和記念公園（広島市）への折
鶴献納
平和の灯記念事業（8/20 参加者
84名）

現状継続 現状継続

施策 3-4-1 恒久平和の希求と継承
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-4 平和・人権尊重社会・男女共同参画の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

52 52

活動指標
特設人権相談・
特設合同相談の
開催
2回
人権相談の開催
10回
人権教室の開催
14校
人権啓発活動
3回
令和4年度実績
特設人権相談・
特設合同相談の
開催
2回
人権相談の開催
10回
人権教室の開催
14校
人権啓発活動
1回

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　いじめやハラスメント、差別など人権に関する問題について、一人一人が互いの人権や価値観を正しく尊重し合える社会を目指し、人権擁護委員と連
携した人権教育や啓発活動により、引き続き市民の人権意識の高揚を図っていく必要があることから現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

人権意識の普及啓発
事業

一人一人の個性や人格を認め、あらゆる
分野で偏見や差別等をなくしてすべての
市民が平等で暮らしやすい人権尊重の社
会を推進するため、人権擁護委員と連携
し、学校や地域等での人権教育・啓発活
動を実施する。

人権擁護委員との連携による人
権教育・啓発活動の実施

人権相談会の開催(10回)
人権教室の実施
人権擁護委員の日特設相談・啓
発活動（6/1）
特設合同相談（10/22）
人権パネル展開催(12/6～12)
人権強化週間懸垂幕の掲示
啓発活動物品の購入
札幌人権擁護委員協議会負担金
の支出
※人権啓発活動(ふるさと祭り、
元気フェスティバル）は新型コ
ロナウイルス感染症予防対策の
ため中止

現状継続 現状継続

施策 3-4-2 人権意識の啓発
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-4 平和・人権尊重社会・男女共同参画の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

197 71 126

男女共同参画プ
ラン目標値
①市の審議会等
の女性の登用率
50%

活動指標
②男女共同参画
セミナー参加者
数

地方創生推進
交付金 令和4年度実績

①R5年4月1日
30.0%（R4年4月
1日31.1%）
②男女共同参画
セミナー参加者
21人（会場10
名、オンライン
11名）

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　男女共同参画社会を実現していくためには、市民一人ひとりが男女共同参画に関する理解を深めていくことが不可欠であり、様々な場面での学習の場
づくりや啓発活動を続けていくことが重要であるため、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

男女共同参画推進事
業

　「きたひろしま男女共同参画プラン」
に基づき、男女が互いに尊重し、協力し
合える社会を実現していくため、市民や
関係機関と連携を図るとともに、意識啓
発や学習活動等を行う。

各種啓発事業の実施
・男女共同参画週間（パネル
展）
・女性に対する暴力をなくす運
動（パネル展、懸垂幕の設置、
図書館特設コーナーの設置、新
成人への啓発パンフレット配
布）
デートDV講座の実施　1回（広葉
中生徒190人）
女性のための法律相談の実施　1
回（1名）
男女共同参画情報紙「えみん
ぐ」の発行
男女共同参画・ワークライフバ
ランスセミナーの開催　1回（会
場10名、オンライン11名）
男女共同参画推進委員会の開催
2回

現状継続 現状継続

施策 3-4-3 男女共同参画の推進
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-4 平和・人権尊重社会・男女共同参画の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

148 148

活動指標
①セミナー参加
者数

令和4年度実績
①セミナー参加
者19名

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　令和3年度に実施した市民意識調査の結果を踏まえ、引き続き市民の認知度等の把握に努め、LGBTなど性的少数者に対する市民理解の向上に繋がる啓
発などの取組みが必要なため、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

多様な性のあり方へ
の理解促進事業

　多様な性のあり方への市民理解を促進
を図るため、正しい知識を得る機会の提
供や意識啓発等を実施する。

当事者団体との意見交換会の実
施　1回
多様な性に関するセミナー（に
じいろトーク）の開催　1回（会
場14名、オンライン5名）
ハンドブック「にじいろきたひ
ろ」の配布
職員向けガイドラインの作成

現状継続 現状継続

施策 3-4-3 男女共同参画の推進
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-4 平和・人権尊重社会・男女共同参画の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

104 104

令和4年度実施
予定件数
①市民参加実施
予定事業～18事
業
②1事業当たり
の実施予定市民
参加手法～2件
③パブリックコ
メント実施予定
件数～17件
令和4年度実績
①市民参加を実
施した事業～23
事業
②1事業当たり
に実施した市民
参加手法～1.8
件
③パブリックコ
メント実施件数
20件（提出数28
人93件）

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　市民ニーズが多様化し、少子高齢の進展の中で、市民がまちづくりや地域づくりに参加できる機会の充実が望まれている。令和4年度は、セミナーの
開催や情報発信におけるSNSの活用などの見直しを行ってきた。今後についても、市民参加推進会議による審議を踏まえ、積極的に市政に参加できる機
会の創出や市民がより市政への関心が向上するよう、市民参加の実施方法や周知について改善を図っていく。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

市民参加推進事業

　市民参加条例に基づく市民参加手続の
実施状況について、市民参加推進会議に
よる検証・評価をもとに進行管理を行
い、行政への市民参加の促進を図る。

市民参加推進会議の開催　3回
パブリックコメントの進行管理
20事業
市民参加・協働セミナーの開催
1回（会場22名、オンライン4
名）

現状継続 現状継続

施策 6-1-1 市民参加の推進
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 6 つながり成長するまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 6-1 市民参加・協働の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

160 29 131

令和4年度目標
①公益活動事業
補助金1件
②協働事業提案
制度1件
③フォーラム参
加者20名

特定非営利活
動促進法関係
事務委託金 令和4年度実績

①公益活動事業
補助金1件
②協働事業提案
制度0件
③セミナー参加
者26名

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　複雑、多様化する市民ニーズに対応していくためには、公益活動団体との協働が重要であり、団体に求められる役割は大きいところであるが、高齢化
による担い手不足や新型コロナウイルスの流行による活動機会の縮小により、自治会・町内会を含む公益活動団体は、運営継続の課題を抱えるように
なっており、令和5年度は課題やニーズの把握に努め、市民協働フォーラムを活用した支援を検討する。また、現在休止している「地域まちづくり推進
事業」について、交流・参加促進や情報共有、防災、環境美化、安全安心のまちづくり等、地域課題の解決に向けた手法の一つとして内容を見直し再開
を検討する。

二次評価についての
コメント

町内会等の市民が自ら活動する基盤作りを行う必要があることから、協働事業のあり方について検討すること。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

市民協働推進事業

　市民協働推進会議による審議や評価を
もとに公益活動団体への支援を行い、市
と公益活動団体との協働事業を促進す
る。

市民協働推進会議の開催　2回
特定非営利活動促進法に基づく
権限移譲事務等
公益活動事業補助金の交付　1団
体
市民参加・協働セミナーの開催
1回（会場22名、オンライン4
名）

要検討 要検討

施策 6-1-2 協働の推進
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 6 つながり成長するまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 6-1 市民参加・協働の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

709 709

活動指標
地区住民セン
ター備品整備件
数
住民集会所備品
整備費補助件数

令和4年度実績
地区住民セン
ター備品整備件
数
2件
住民集会所備品
整備費補助件数
11件

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　地区住民センター及び住民集会所は、身近な地域コミュニティ活動の拠点であり、計画的な備品の更新、施設修繕を推進する必要があるため、現状継
続とする。なお、これらの施設はいずれも老朽化が著しく、計画的な修繕等による長寿命化や再編等について検討する必要がある。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

コミュニティ施設整
備事業

住民活動拠点の維持や地域コミュニティ
活動の円滑化を図るため、地区住民セン
ター等の老朽化した備品の更新を行うと
ともに、各住民集会所の維持管理団体
（自治会等）が整備する備品等に対して
補助金を交付する。

地区住民センター等の備品購入
（ワイヤレスマイク、冷蔵庫）
住民集会所備品整備費の助成8団
体11件
（会議用テーブル、椅子、ス
トーブ、物置、灯油用ホームタ
ンク）

現状継続 現状継続

施策 6-1-3 地域コミュニティの推進
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 6 つながり成長するまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 6-1 市民参加・協働の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

11,388 11,388

成果指標
自治会加入率
（自治会加入世
帯数/総世帯
数）　80％
連合自治会組織
率（連合自治会
加入自治会数/
総自治会数）
80％

令和4年度実績
自治会加入率
70.5％
連合自治会組織
率
63.8％

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　自治会・町内会は、住民自治の基本であり、地域コミュニティにおける中心的存在である。運営継続や活動の活性化に向けた交付金は相談対応等の側
面的支援と合わせてを講じていく必要があり、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

地域コミュニティ推
進事業

地域コミュニティの醸成を図るため、町
内会・自治会等の活動費の一部を助成す
る。

自治会等交付金
（141団体、9,934千円）
連合自治会交付金
（10団体、1,386千円）
市自治連合会交付金
（69千円）

現状継続 現状継続

施策 6-1-3 地域コミュニティの推進
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 6 つながり成長するまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 6-1 市民参加・協働の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

12 12

活動指標
市民の声受付件
数
出前講座
出前トーク開催
数/参加人数
市民見学会参加
人数
市政懇談会開催
数/参加人数

市民の声受付件
数
645件
出前講座開催数
44回　832人参
加
出前トーク　2
回　58人
市民見学会　中
止
市政懇談会（地
域政策要望）
8団体から受付

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　市民と行政との共通理解を深め、協働によるまちづくりを進めるため、多様な市民ニーズを的確に把握することは重要であり、引き続き各種広聴活動
を実施するとともに、先進自治体等の調査研究を行う。なお、各地区との政策懇談等の場については、コロナ収束後の効果的な方法について検討を進め
る。

二次評価についての
コメント

　これまで実施していた市政懇談会はコロナ禍においては、地域政策要望という形に変えて受付を行なっているところであるが、今後、市民と行政との
共通理解を深め、協働によるまちづくりを進めるため、より効果的な広聴活動について検討すること。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

広聴活動事業

多様化・複雑化する市民ニーズの的確な
把握と、市民と行政との共通理解を深め
て協働によるまちづくりを進めるため、
「きたひろしま市民の声」をはじめ、出
前講座や出前トーク、地域の要望を把握
する場を設定する等、各種広聴活動を実
施する。

市民の声受付　645件
出前講座　44回実施　832人参加
出前トーク　2回実施　58人参加
市民見学会　中止
市政懇談会（地域政策要望受
付）
　8団体受付
よくある質問Ｑ＆Ａの公表

要検討 要検討

施策 6-3-1 市民サービスの充実
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 6 つながり成長するまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 6-3 行財政運営の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

673 673

活動指標
年間相談件数
132件

令和4年度
年間相談件数
102件

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

　無料法律相談は、市民が法律上のトラブルに直面したとき、最初の足掛かりとして身近な場所で弁護士に相談できる貴重な機会であり、市民ニーズも
高いことから現状継続することを前提とする。なお、「女性のための法律相談」との統合について、その方法を含め検討する。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

市
民
生
活
課

市民法律相談事業

市民生活の安定を図るため、市民が日常
生活を営む中で直面する法律上の諸問題
や疑問について、弁護士による無料法律
相談を実施する。

無料法律相談の実施
（1回の相談件数は6名まで、原
則月2回、年間計22回実施）

相談件数：102件

現状継続 現状継続

施策 6-3-1 市民サービスの充実
事業を休止や終了とするもの

担
当
課

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 6 つながり成長するまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 6-3 行財政運営の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの


